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序     文 
 

日本国政府は、マラウイ共和国政府の要請に基づき、「医療機材維持管理プログラム支援プロジ

ェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを担当するこ

ととなりました。 

当機構は、本技術協力プロジェクトを開始するにあたり、2005年２月から当機構マラウイ事務

所が中心となり、要請の背景、プロジェクト実施体制、プロジェクトの基本設計、実施計画等に

ついてマラウイ側と協議・確認を行い、討議議事録等関係書類の署名・交換をするに至りました。 

本報告書は、今回の協議結果を結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施に

あたって活用されることを願うものであります。 

最後に、ご協力とご支援をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成18年６月 

 

独立行政法人国際協力機構 
マラウィ事務所長 水谷 恭二 
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第１章 事前調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

マラウイ共和国（以下、「マ」国と記す）政府は、医療機材の維持管理体制を強化するため、1995

年からGTZ（ドイツ技術協力公社）やAfDB（アフリカ開発銀行）、EU（ヨーロッパ共同体）から
の支援を受け、｢医療機材維持管理（Physical Asset Management：PAM）プログラム｣を開始した。
PAMプログラムは、主にマラウイ保健省（Ministry of Health：MOH）本省への長期専門家派遣（プ
ログラム管理１名：GTZ支援、医療機材維持管理計画１名：EU支援）を通じ、中央レベル、地方
部レベルでの維持管理システム構築（人事、財政管理体制の構築）を行ってきた。 

上記支援によりPAMシステム構築のための政策環境と各種指針の策定や施設の建設といった事
業の実施環境はある程度整備されるに至ったが、未だ「機材調達計画の未整備」「人員不足」「技

術者の能力不足」、そして「ユーザーの知識不足」が課題として残っている。特に、実際の医療機

材維持管理を担う人材育成に関しては、これまで積極的な支援が行われていない状況であった。 

また、これまで支援を実施してきたEUは、2004年にセクター支援から撤退。AfDBも2005年12
月に支援を完了した。これら２ドナーの支援終了に伴い、これまで支援を実施してきた中央レベ

ルでの機材購入／配置計画に係る立案能力の低下や、地方レベルにおける機材維持管理技術や技

工の技術力の低下が懸念された。また2008年には、KfW（ドイツ復興金融公庫）の支援のもと、
保健省より医療機材維持管理の一部が民間部門に委託予定であり、今後これまで必要とされてい

なかった保健省側と民間との調整や、その他、管理・監督業務の必要性が生じている。 

上記懸案事項に加え、GTZの報告によれば医療機器の故障原因の大半（70％）はユーザー側の誤
った使用が原因とのことから、今後機材維持管理に携わる管理者や技工向けの研修と同時に、医

療従事者等を対象としたユーザー向け研修を実施していく必要がある。 

このような背景のもと、本プロジェクトにおいては技術協力により協力が可能な「機材調達計

画の未整備」「技術者の能力不足」「ユーザーの知識不足」の３点の改善をめざしていくものであ

る。 

 

１－２ 事前調査の目的 

「マ」国医療機材維持管理能力向上のための本技術協力プロジェクトの実施に向け、プロジェ

クト基本計画策定の協議を行うことを目的とする。本調査の成果品として、プロジェクト事前評

価表及びPDMの作成が期待されている。 
 

１－３ 事前調査団の構成・期間 

（１）調査団員 

JICAマラウイ事務所所長：水谷 恭二 
保健セクター企画調査員：笠原 伯生 

在外専門調査員：Mr. Evans Kachale 
（２）調査期間 

2005年２月～11月（在外事務所により適宜実施） 
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１－４ 主要面談者 

（１）マラウイ保健省 

Dr. W. O. O. Sangala 事務次官 
Mr. Ellos E. Lodzeni 財務局長 
Mr. Ben Mbwana Phiri 医療機材維持管理課 副局長 

 
（２）マラウイ財務省 

Mr. R. P. Mwadiwa 次 官 
 
（３）GTZ 

Mr. Dieter Horneber 技術アドバイザー 
 
（４）KfW 

Mr. Martin Schmid PAMプロジェクトマネージャー 
 
（５）EU 

Mr. George LWANDA 所 員 
 
（６）JICA人間開発部 

北林 春美 第三グループ長 
宮崎 桂 保健行政チーム長 
小澤 真紀 職 員 

 

１－５ プロジェクト形成の経過と概略 

本プロジェクトは、「マ」国における医療機材に携わる人々の能力向上をめざすものであるが、

過去にGTZ、KfWやEUの支援により、医療機材の投入や維持管理体制の政策枠組み作りが実施さ
れているため、それらドナーらとの重複を避けまたそれぞれの役割について明確にするとともに、

本プロジェクト実施に係る妥当性、有効性等についても確認することを目的として、「マ」国政府

関係者等と度重なる協議を行った。 

前項の調査・協議を経て、事前評価表案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）案、討議議事録（Record of Discussions：R/D）案が作成された。その際、KfWによる
機材維持管理部門の民間化を進める計画が判明したことなどにより、関係者間で本プロジェクト

の詳細について調整を実施してきた。 

事前調査の中で特に議論になった箇所は、事前評価表の「４．協力の枠組み（２）成果（アウ

トプット）と活動」の部分である。事前調査当初における本プロジェクトの目的は、「医療機材の

データベースの構築」であったが、データベースの構築が他ドナーの支援により既に完了してい

たことが明らかになった。 

また、「マ」国における医療機材に関連する問題の多くは、医療機材の維持管理に携わるマネジ

メントレベルの政府職員や、機材の修理に直接携わる技術者、医療機材を実際に使用する医療従

事者の知識・技術レベル不足に起因しており、彼らを対象とした「人材育成、研修体制の構築」



－3－ 

の重要性と本プロジェクトによる実施の必要性が明らかになってきた。 

これら一連の議論をもとに、本プロジェクトの主目的や活動内容を「マ」国の現況に合わせて

修正し、最終的な事業事前評価表を付属資料１のとおり取りまとめた。 

その後、JICA関係部署において事前評価表、実施計画書の承認を得、2006年５月にR/Dの署名を
行った。 

 



－4－ 

第２章 評価結果のフレームワーク 
 
＜プロジェクトの基本方針＞ 

２－１ プロジェクトタイトル 

（和）マラウイ国医療機材維持管理（PAM）プログラム支援プロジェクト 
（英）Project for the Strengthening Physical Asset Management and Maintenance（PAM）Programme 
 

２－２ プロジェクト実施期間 

2006 年６月～2010 年５月（４年間） 

 

２－３ プロジェクト実施体制 

マラウイ保健省保健技術支援サービス局医療機材維持管理課（PAM, MOH） 
 

２－４ プロジェクトの受益者・対象地域 

（１）直接裨益 

１．医療機器使用に携わる医療従事者、技術者等（対象者は、研修ニーズ調査により選定予

定）。 

２．全国の PAM関連技術者及び技工 110 名（CHAM系機関 1 従事者を含む）。 
 

（２）間接裨益 

医療サービスを受ける全人口（マラウイ人口：1,200 万人） 

 

２－５ PDM 

付属資料２のとおり。 

 

２－６ プロジェクト目標 

本プロジェクトは、「マ」国において、ユーザー研修・医療機材維持管理に係る人材育成や研修

体制の強化を通じ、「マ」国全体の医療機材維持管理能力の向上を目的とする。 

 

２－７ 上位目標 

地方レベルの保健サービスが向上する。 

 

２－８ アウトプット（成果） 

成果１：保健省 PAM課職員の医療機材調達及び配置計画・モニタリング能力が向上する。 
成果２：州レベルの医療機材維持技術者及び技工の技術能力・医療機材維持管理能力が向上す

る。 
成果３：県レベルの技工の医療機材維持管理能力に係る技術と知識が向上する。 

成果４：医療機材のユーザーである医療従事者の医療機器取り扱い能力が向上する。 
                                            
1 マラウイ・キリスト教保健教会（Christian Health Association of Malawi：CHAM）は、「マ」国保健サービスの約 40％を提供す
るキリスト教会系の病院組合のこと。 

 



－5－ 

２－９ プロジェクト活動 

活動 1-1：定期的に医療機材の管理状況を確認し、必要な医療機材の維持管理計画及び調達計画

を立案・実施する。 

活動 1-2：マネジメントに係る研修を実施する。 

活動 1-3：上記計画の実施にあたり、必要に応じ、「マ」国標準医療機材目録を改訂する。 

活動 1-4：医療機材維持管理計画及び調達計画の実施に係るモニタリング・評価を実施する。 

    

活動 2-1：研修ニーズ調査を実施する。 

活動 2-2：年次及び中期研修計画を立案実施する。 

活動 2-3：「マ」国内における研修施設において、医療機材維持管理研修を実施する。 

活動 2-4：近隣国の研修期間を利用し、高度医療機材維持管理に係る研修を実施する。 

活動 2-5：年次計画及び中期計画のモニタリング・評価を実施する。 

    

活動 3-1：研修ニーズ調査を実施する。 

活動 3-2：年次及び中期研修計画を立案実施する。 

活動 3-3：「マ」国内における研修施設において、医療機材維持管理研修を実施する。 

活動 3-4：年次計画及び中期計画のモニタリング・評価を実施する。 

    

活動 4-1：研修ニーズ調査を実施する。 

活動 4-2：年次及び中期研修計画を立案実施する。 

活動 4-3：「マ」国内における研修施設において、ユーザー研修を実施する。 

活動 4-4：年次計画及び中期計画のモニタリング・評価を実施する。 

 

２－10 プロジェクト投入 

（１）日本側（総額 1.599 億円） 

１）短期専門家：業務調整／研修管理・評価１名 

〔11M/M（１年次）、11M/M（２年次）11M/M（３年次）、11M/M（４年次）、計 44M/M〕 
１年次：年間 2,000 万円 

２年次以降：年間 2,000 万円×３ヵ年 

２）ローカルコンサルタント：医療機材維持管理１名 

〔11M/M（１年次）、11M/M（２年次）、11M/M（３年次）、11M/M（４年次）、計 44M/M〕 
１年次：年間 990 万円 

２年次以降：年間 990 万円×３ヵ年 

３）機材供与：現地研修用機材等 

１年次：年間 480 万円 

２年次以降：年間 300 万円×３ヵ年 

４）現地研修（「マ」国内研修、第三国研修）実施費等 

１年次：年間 650 万円 

２年次以降：年間 600 万円×３ヵ年 
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（２）「マ」国側 

１）カウンターパート配置 

２）JICA専門家執務室、スタッフ人件費、施設 
３）県維持管理ユニット（Referral Maintenance Unit：RMU）、県病院への人材配置 
４）現地活動費 
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第３章 プロジェクトの実施 
 
３－１ 妥当性 

（１）「マ」国の最上位開発計画であるマラウイ貧困削減戦略（Malawi Poverty Reduction Strategy：
MPRS）には、予防活動やHIV/エイズ関連事業などの保健分野に注力することが表明されて
おり、政府の強いコミットメントが認められる。 

 

（２）中期保健開発計画である総合実施計画書（Joint Programme of Work：POW）では、必須保健
パッケージ（Essential Health Package：EHP）に関連する医療資機材維持管理が重要な一コン
ポーネントとして位置づけられている。 

 

（３）「マ」国政府は今後経済開発を通じた貧困削減をめざそうとしているが、保健部門でも非政

府資本を活用した保健サービスの提供を開始している。この流れにあわせて、｢医療機材維持

管理（PAM）プログラム｣も医療維持管理を民間業者に委託する方針であり、「マ」国政府が
直接行うより簡易なEHP関連医療機材の維持管理を支援することは政府方針と整合する。 

 

（４）我が国は、これまで「マ」国に対して無償資金協力により様々な医療機材を供与してきた

経緯があり、それら機材の維持管理体制構築における経験や維持管理技術の高さを活かすこ

とができる。 
 

３－２ 有効性 

（１）本プロジェクトは、GTZが保健省に｢医療機材維持管理（PAM）プログラム｣の管理に係る
長期専門家を派遣しており、GTZが同プログラムにおける人材配置計画及び予算管理体制の
構築を行い、JICAが人材育成（研修計画の策定及び研修の実施）を行うよう調整を行った。
既に実施されているGTZのプログラムに補完的な支援を行うものとなっており、関係機関そ
れぞれの役割と責任が明確である。 

 

（２）またGTZと連携しつつ政策レベルで維持管理システム構築を支援するだけでなく、技術レベ
ルにおいて研修を主体にした協力を行うことで、援助の相乗効果が高いことが見込まれる。 

 

（３）さらに、JICAは保健省計画局に長期専門家（保健行政アドバイザー）を配置し、中央及び
地方レベルの保健計画の策定を支援しており、右計画と医療機材の配備及び維持管理計画と

の整合性を監理することが可能である。 

 

（４）主に県病院やヘルスセンターに配置される医療機材が適切に維持管理されることで、 医療

施設を訪れる患者へのサービスの質が向上するという利点がある。 

 

３－３ 効率性 

（１）研修は主にアフリカ域内での実施を予定している。近隣国で研修を実施するほうが、本邦
で行われるよりもコストパフォーマンスに優れ、また同様の文化的背景及び技術水準を有す
る国における研修期間のほうが、より「マ」国に適した研修を行うことができる。 
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（２）投入予定の人材２名のうち１名は、過去に「マ」国｢医療機材維持管理（PAM）｣プログラ
ムに従事していたローカルコンサルタントを確保する予定である。 
 

（３）研修の中心は必要最小限のEHP機材維持管理であり、高度な技術を医療機材の維持管理研修
と比較して費用対効果が高い。 
 

（４）他のアフリカ地域JICA事務所でも類似案件が形成されつつあり、右事務所間の連携を通じ
て効率的な援助資金の活用が見込まれる。 
 

（５）現在はドナーによる供与案件ごとに在庫調査を行い、調達計画を立てているが、機材の維
持管理体制を改善することで、より効率的な計画立案が行われるようになる。 

 

３－４ インパクト 

セクター財政支援により維持管理費が一定レベルで維持または増額され、かつ訓練を受けた人

材がそれぞれの配属機関において、後継の維持管理担当者に対して維持管理に係るOJT（On the Job 
Training）を実施できれば、プロジェクト終了後３年目には実現できることが見込まれる。 
 

３－５ 自立発展性 

（１）本プロジェクトは、2002年４月に策定されたMPRSPの人的資本開発の一環に位置づけられ
ており、中央レベルと地方レベルの医療資機材維持管理人材育成を行うものである。さらに、

同年に策定された「国家医療資機材維持管理政策」は、医療資機材維持管理の実施を促す枠

組み作りを上位目標に掲げ、安全かつ経済的な資機材をすべての医療施設で利用可能にする

ために、特に維持管理人材の育成に言及しつつ、維持管理に係る予算の確保に関しても一定

の基準を示しており、政府の継続的な財政的コミットメントが期待できる。 

 

（２）「マ」国は、医療機材維持管理分野における民間部門が未成熟であるうえに地理的な事情か

ら、維持管理に必要なロジスティックスが整備されにくい環境にあった。今般、経済成長を

重視した国家開発を標榜する政権の誕生とともに、保健部門においても、医療サービス提供

にあたって民間部門を効果的に活用するとの方針が明確化されつつある。同時に、一部ドナ

ーは保健省への財政支援を開始しており、十分とはいえないながらも、一定レベルの医療資

機材維持管理費を当局予算で賄える兆しが出てきている。 
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第４章 「マ」国における保健分野概況 

 

４－１ 保健政策 

「マ」国は、1997年に「マ」国の長期開発計画として、「Vision 2020」を定めている。それに基
づき、2002年に策定されたMPRSPが持続的な経済成長を十分に促すことができなかったという過
去の経験に基づいて、2006年末今後５ヵ年の開発政策であるマラウイ開発戦略（Malawi Growth and 
Development Strategy：MGDS）が策定された。MGDSには、６つの優先分野、①農業と食料安全保
障、②灌漑と水開発、③交通インフラ整備、④交通インフラ開発、⑤エネルギー生産と供給、⑥

総合農村開発、⑦栄養不良の予防・管理とHIV/エイズがあり、保健セクターは教育、ジェンダー、
環境、ガバナンス、社会的弱者の保護と並び重点項目の一つとしてあげられている。 

 

マラウイ保健省は、1999年に第４次国家保健計画（National Health Plan：1999-2004）を策定し、
その中で特に「マ」国の疾病率・罹患率の高い重点領域に係る保健医療サービスを全国民に無料

で提供することを目的としたEHPを打ち出した。また、EHPサービスの効果的・効率的な実施を図
るため、セクターワイドアプローチ（Sector Wide Approach：SWAp）を導入することも明示してい
る。 

 

なお先述のEHPには、以下11の重点領域が含まれており、それぞれの領域に含まれる保健医療サ
ービスについては、表４－１を参照とする。 

①性感染症（Sexually Transmitted Infections：STI）HIV/エイズ 
②マラリア治療・予防 

③結核対策・症例管理・治療 

④急性下痢症の予防・症例管理・治療 

⑤急性呼吸器感染症の症例管理・治療 

⑥妊産婦と新生児のケア（家族計画含む） 

⑦栄養不良・栄養不足の予防・管理 

⑧ワクチンで予防可能な疾病の治療と予防 

⑨住血吸虫症の予防・治療 

⑩目、耳、皮膚の感染症 

⑪骨折、創傷などの一般的な外傷 
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表４－１ EHPに含まれる重点領域と提供可能なサービス 

重症疾病対策 

① STI/HIVエイズ 

 

 

・HIV/エイズ 

VCT、コンドーム使用 

母子感染の予防 

日和見感染症 

患者の在宅ケア 

・STIの診断と治療 

② マラリア 

・薬剤浸透蚊帳の普及と促進 

・診断と症例管理 

・妊産婦の間欠的治療 

③ 結核 

・自己申告者全員の検査 

・塗抹陽性結核の症例管理 

・再発者の治療 

小児疾患 

④ 下痢症 

・乳幼児の脱水症の治療 

・コレラの症例管理 

・コレラアウトブレークへの備え 

・赤痢の症例管理 

⑤ 急性呼吸器感染症（ARI） 

 

・乳幼児のARIの症例管理 

・家庭での早期発見と受診 

・肺炎の治療 

母子保健 ⑥ 基礎的な産科ケア 

・産前、出産、産後ケア 

・合併症（子癇、分娩前・後出血、敗血症） 

・帝王切開 

・新生児の合併症 

・家族計画 

栄養 ⑦ 栄養失調対策 

・成長モニタリング 

・特定栄養素の補給 

・重度の栄養欠乏症の入院リハビリ 

その他の公衆衛生 

⑧ 予防接種 

・コミュニティでの予防接種 

・保健施設での常設サービス、アウトリーチ 

・コールドチェーンの保守管理 

⑨ 住血吸虫症 
・環境の管理と行動様式の変容 

・泌尿器、腸管への感染の治療 

臨床サービス 
⑩ 目、耳、皮膚の感染症治療 ・結膜炎、小児の中耳炎、疥癬等の治療 

⑪ 外傷の治療 ・骨折、脱臼、創傷の治療 
 出所：Malawi Fourth National Health Plan, 1999から作成 
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その後、マラウイ保健省は、第４次国家保健計画の後継政策としてPOWを2004年３月に策定し
た。POWは、SWApの総合事業計画であると同時に、EHPを円滑に実施するための長期資金配分計
画でもある。 

なお、POWは①人材開発－Human Resources、②医薬品と医療品の供給－Pharmaceutical and 
Medical Supplies、③基礎医療機材－Essential Basic Equipment、④医療施設－Infrastructure、⑤保健
医療サービスの提供システムの構築－Routine Operations at Service Development、⑥保健省の政策・
システム構築－Central Institutions, Policy and Systems Developmentの６つで構成されている。 
 

４－２ 保健省組織図 

マラウイ保健省には、図４－１の組織図が示すように６つの局が存在する。また非公式ではあ

るが、保健技術サービス局（Department of Health Technical Services）も同省内に存在している。 
なお保健省は、キャピタルヒルにある本省と予防保健サービス局の中央検査課（Community 

Health Science Unit：CHSU）の２つの建物に分散して存在している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図４－１ マラウイ保健省組織図 

 

４－３ SWAp事務局 

2003年12月に設置されたSWAp事務局は、当初保健省計画・政策開発局（Department of Planning and 
Policy Development：DOPPD）に配置予定であったが、省内の政治的判断によって独立した形で別
途設置されている。 

当事務局の役割としては、POW実施の支援、政策立案、利害関係者間調整、及びM&Eを行うこ
とを事業内容としている。また保健省は、全国に５つ存在する州保健事務所（Zonal Health Support 
Office：ZHSO）の運営支援も行っており、地域事務所の人事、職員の給与についても当該事務局
が管理している。それぞれの州保健事務所の管轄県、所在地については図４－２を参照。 
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図４－２ 「マ」国地図（州保健支援事務所区分） 

 

４－４ 保健分野における地方分権化 

（１）地方分権化について 

他のアフリカ諸国と同様、「マ」国においても構造調整に伴う地方分権化の推進が1980年代

から始まっており、保健セクターでも先述の第４次国家保健計画やVision 2020の中で、地方
分権化構想が盛り込まれており、徐々に中央から地方への権限移譲が進められている。 

 

地方分権化の推進にあたっては、先述のZHSOの設立が2006年１月から開始されており、
2006年９月現在、「マ」国内に存在する５つの保健行政区（北部、中東部、中西部、南東部、

南西部）にそれぞれ配置されており、それぞれの傘下にある県の地方分権化を含む保健行政

を担うことが期待されている。 

 

なお、第４次国家保健計画の中で、地方に権限を委譲していくものとして、以下のものを

あげている。 

①医療スタッフの人事 

②安全な水の確保 

 

Chitipa

Karonga

Blantyre

Mzimba

Rumphi

Nkhata Bay

Salima

Mangochi

Dedza

Lilongwe

Mchinji
Dowa

Ntchisi

Nkhotakota
Kasungu

Chiradzulu

Zomba

Machinga Balaka

Mwanza

Ntcheu

Phalombe 

Thyolo

Nsanje

Chikwawa
Mulanje 

Likoma

 

NORTHERN ZONE 
Zone 1  (HQ Mzuzu) 
1. Chitipa  
2. Karonga  
3. Nkhata Bay  
4. Rumphi   
5. Mzimba  
6. Likoma Island  
 
 
CENTRAL EASTERN ZONE 
Zone 2  (HQ Salima) 
1. Kasungu  
2. Nkhotakota  
3. Ntchisi  
4. Dowa  
5. Salima 
 
 
CENTRAL WESTERN ZONE
Zone 3  (HQ Lilongwe) 
1. Lilongwe  
2. Mchinji  
3. Dedza  
4. Ntcheu 
  
 
SOUTH EASTERN ZONE 

Zone 4  (HQ Zomba) 
1. Mangochi  
2. Machinga   
3. Balaka 
4. Zomba 
5. Mulanje 
6. Phalombe 
 
 
SOUTH WESTERN ZONE 
Zone 5  (HQ Blantyre) 
1. Chiradzulu  
2. Blantyre  
3. Mwanza 

4. Thyolo  

5. Chikwawa  
6. Nsanje 
7. Neno (From  FY 2007/08) 

 

 

 

 

 

La
ke

 M
ala

wi
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③研修の実施、患者移送などの病院運営に係るすべてのマネジメント 

④ヘルスセンター、ディスペンサリーなど、コミュニティ内での医療施設におけるマネジメ

ント 
⑤母子保健に係る福祉サービス 

⑥管轄内におけるHIV/エイズ、結核等の感染症コントロール 
⑦救急サービス 

⑧病毒媒介昆虫コントロール 

（出所：Malawi Fourth National Health Plan） 

 

また上記業務に加えて、地方実行計画（District Implementation Plan：DIP）や予算計画の立
案作業についても県側へ徐々に権限移譲が進められており、ここ数年保健省側の支援を得な

がら各県側のオーナーシップの下で実施されている。また予算については2006／2007年度よ

り、財務省から県委員会側に保健サービス提供に係る経常予算が直接分配されている。 

 

４－５ 保健医療サービスの提供主体、医療施設の種類 

「マ」国における保健医療サービスの提供主体としては、保健省が全サービスの約60％、ミッ

ション系のCHAMが約30％、地方政府が５％を占めている。またそれ以外に企業や警察等による
ものが２％を占める。 

 

「マ」国の医療施設は、提供する保健医療サービスの内容により第１次、２次、３次医療施設

に大別されている。なお１次医療施設にはヘルスセンター、ヘルスポスト等が含まれており、２

次医療施設には県病院やCHAM、３次医療施設には中央病院が含まれている。また国内の医療施
設のうち第１次医療施設が全体の実に80％以上を占めている。 

 

４－６ 保健指標 

「マ」国における保健医療状況は、隣国諸国と比較しても非常に悪く、特に妊産婦死亡率につ

いては、2000年の報告書 2 によると1,800以上（対出生10万）とされている。それ以後は事態を重

く受け止めたマラウイ保健省やドナー側の積極的な介入により、同死亡率は984まで低下しており、

徐々に改善の方向にはある3。また、新生児死亡率や５歳未満児死亡率についても、それぞれ改善

の兆しが見られているが未だ高値が続いている。加えて、「マ」国におけるHIV/エイズの蔓延（成
人人口の14.9％：2004）が、国家成長の大きな妨げとなっている。 

 

                                            
2 Maternal Mortality in 2000, WHO, UNICEF, UNFPA 
3 マラウイ人口・保健調査（2004 年） 
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表４－２ マラウイ保健指標（2004） 

人口 1,230万 

年齢構成別人口割合 0～14歳 46.9％ 
15～64歳 50.4％ 
65歳以上 2.8％ 

人口増加率 2.06％ 

出生率 43.95／1,000人 

死亡率 23.39／1,000人 

新生児死亡率 103.32／1,000人 

出生時平均余命 36.97歳（男性 36.97歳、女性37.36歳） 

合計特殊出生率 5.98 

避妊率 32.5 

HIV/エイズ感染率 
（生産年齢人口層の率） 

14.2％ 

HV/エイズ感染者数 900,000人（2003） 

HIV/エイズによる死者数 84,000人（2003） 

主要な感染症 ・ A型肝炎や、腸チフスなどの食物や水が媒介とな
る感染症 
・マラリア、ビルハルツ充血吸症 

識字率 62.7％（男性76.1％、女性49.8％） 
        出所: The World Factbook-Malawi（2004), Demographic and Health Survey（2004） 

 
４－７ 保健セクターにおける課題 
先述のとおり、「マ」国においては全国民を対象としたEHPサービスの無料提供という画期的な取り

組みが導入されたにもかかわらず、以下に述べるいくつかの課題により、同サービスの円滑な実

施が困難となっている。 
 

（１）課題１：深刻なマンパワー不足 
昨今のHIV/エイズの蔓延やより待遇の良い国外への人材流出により、「マ」国における医療

従事者不足は非常に深刻な様相を呈している。特に公立の医療施設においては、事態は一層

深刻であり、ほぼすべての職種において空席率は規定の半分も満たしていない状況にある。

事態を重く受け止めたマラウイ保健省は先述のPOWの枠組みにおいて積極的に新規医療従事
者の育成に取り組みつつ、また一方で既存の医療スタッフに対し、給与補填などのインセン

ティブを提供しつつあるが、未だ十分な数の人材が確保できていない。そのため既存の医療

人材にかかる負担は非常に重く、その結果、患者一人一人に提供できる医療サービスの質や

量も不十分なものとなってしまっている。 
 

（２）課題２：不適切な医療人材配置 
現在のマラウイ保健省や県レベルにおける医療人材配置は、コミュニティ内のニーズを十

分踏まえたものではなく、バランスを欠いたものとなっている。具体的には、医師の80％ト、

看護師の60％はムズズ、リロングウェ、ゾンバ、ブランタイヤ等の大都市病院に所在してお
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り、貧困層が多く住む地方の県病院やヘルスセンターには十分な人材が存在していない 4。ま
た専門医等の配置も都市部の中央病院に集中している状況にある。 

 
（３）課題３：不適切な施設配置、施設環境 

課題２のような不適切な人材配置と平行し、「マ」国内の医療施設もまた、居住する住民の

数や地理的公平性を保つための配慮がなされておらず、その結果、都市部に偏在したものと

なっている。しかも既存施設の多くは老朽化しているものが多く、衛生的にも劣悪なため適

切な医療施設とは言いがたい。また、基礎インフラ（電気、水道、無線）や救急車等も適切

に整備されていない施設が多く、「医療施設」としての機能を果たすことが非常に困難な状況

にある。 
 

（４）課題４：機材の未整備、メインテナンス能力不足 
「マ」国の既存施設においては、診断治療に必要な医療機器、消耗品等の不足も深刻な課

題としてあげられる。またたとえ機材を備え付けたとしても、“メンテナンス”に対する意識

や技術が十分でなく、機材をすぐに駄目にしてしまうケースが多い。 
 
これら課題のために、全国に存在する604の医療施設数のうち、EHPサービスを提供できる医療

施設数は、全国で54施設しか存在しない4。 
 
このような厳しい保健医療状況のなか、JICAは、本プロジェクトの実施を通じ、「マ」国が抱え

る医療機材に関連した課題４の改善を図り、EHPサービスが適切に提供できるような環境づくりを
めざすこととする。 

 

                                            
4 笠原伯生 保健行政アドバイザー最終業務報告書 2004 
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第５章 実施協議調査 
 

５－１ 実施協議調査の目的 

事前調査を踏まえて合意したプロジェクト実施内容について、JICA本部での承認過程を踏まえ、
R/Dをもって最終的な確認を行い、本プロジェクトの開始に合意することを目的とする。 
 

５－２ Ｒ/Ｄの署名 

（１）署名までの経緯 

事前評価表の決裁に際し修正された部分について「マ」国政府と議論を行い、プロジェク

ト計画及び「マ」国政府・日本政府が取るべき措置について双方合意に達し、R/Dに署名を行
った。 

 

（２）署名者 

JICAマラウイ事務所長、財務省次官、保健省財務局長 
 

（３）署名日 

2006年６月15日 
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１．事業事前評価表 

 

２．PDM 
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